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国内のセキュリティ関連市場を調査 
 

２０１５年セキュリティ関連市場は２０１１年比１４％増の５,３４９億円 

既築リニューアル需要の確保と未導入施設の開拓強化が拡大のカギ 

 

総合マーケティングビジネスの株式会社富士経済（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 阿部 界 

03-3664-5811）は、今年５月から７月にかけて、国内のセキュリティ関連の機器・システム、サービスの市場を調

査した。その結果を報告書「２０１２ セキュリティ関連市場の将来展望」にまとめた。 

この報告書では、映像監視、アクセスコントロール、イベント監視・通報、家庭向け防犯、防災・危機管理、自

動車・ＩＴＳの６分野２６品目のセキュリティ関連の機器・システムと７つのセキュリティサービスの市場を調査

し、この市場をビルや店舗、住宅などシーン（場面）別に分析した。また、セキュリティ関連市場の対象外である

が、東日本大震災以降注目される防災関連システム・サービスの動向も合わせて調査した。 

 

 

＜調査結果の概要＞ 

■国内セキュリティ関連市場■ 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１１年比

機器・システム ３,７７４億円 ９４.２％ ４,１０７億円 １０８.８％

サービス ９３６億円 １０７.３％ １,２４２億円 １３２.７％

合 計 ４,７１１億円 ９６.５％ ５,３４９億円 １１３.５％

注：各市場は億円単位で四捨五入しているため必ずしも合計と一致しません。     

２０１１年は、東日本大震災やタイの大洪水の影響を受けて部品や部材の調達が滞り、自動車分野をはじめとす

る一部品目で生産に支障が出たことから、機器・システム市場は縮小した。一方サービス市場は、震災以降安否確

認に対するニーズが高まっており、拡大した。２０１２年は企業の設備投資が回復に向かっており、機器・システ

ム、サービス市場共に拡大が見込まれる。 

２０１５年は、企業の情報セキュリティ強化ニーズの拡大により、市場は順調に拡大すると予測され、機器・シ

ステム市場は特に監視カメラを中心とした映像監視や、入退室管理システムを中心としたアクセスコントロールの

拡大が期待される。また、サービス市場は高齢化社会の進展を背景に見守りサービスに対するニーズが高まってお

り、今後も拡大が予測される。 

 

中長期的にはビルや住宅の新設着工件数の伸び悩みにより新築時の大幅な需要拡大は期待できない。サービスは

既築施設がメインターゲットとなるため、新設着工件数の影響を受けにくいものの、機器・システムは新築時の導

入が多く、今後の更なる市場拡大のためには、既築リニューアル需要の確保、未導入施設の開拓強化が重要となる。 

１）既築リニューアル需要の確保 

新築案件の場合は、ゼネコン、デベロッパー、ハウスメーカーなどが実質的な採用決定を行うことが多いが、既

築案件についてはエンドユーザーの意向により決定される。そのため、ユーザーへの直販やベンダの開拓などの販

路拡大も重要となり、ホームセキュリティ分野の一部品目では家電量販店やホームセンター、インターネット販売

も視野に入る。 

２）未導入施設の開拓強化 

未開拓分野は中小ビル、テナント企業、中小企業が挙げられる。企業における企業内統制や情報セキュリティの

厳格化に伴い、アクセスコントロール分野などの需要は規模を問わず関心が高まっている。ただし、導入側はコス

トの問題、メーカーにとっても営業効率面での課題も大きく、今後の対応策が必要となる。 
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＜主要機器・システム、サービス市場＞ 

１． 監視カメラ 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１１年比

アナログカメラ １９０億円 ８４.４％ １６４億円 ８６.３％

ＩＰカメラ １４３億円 １１１.７％ ２１４億円 １４９.７％

合 計 ３３３億円 ９４.３％ ３７８億円 １１３.５％

※アナログカメラは、アナログＣＣＴＶカメラ、ＨＤ－ＳＤＩカメラの合計、 

ＩＰカメラは、ネットワークカメラ、デジタルＣＣＴＶカメラの合計です。 

監視カメラはアナログカメラとＩＰカメラに大別される。アナログカメラは導入の簡便さや導入費用の安さなど

が強みであり、ＩＰカメラはシステムの柔軟性の高さや各種セキュリティシステムの連携の取りやすさが強みとし

て挙げられる。これまではアナログカメラが中心であったが、メーカーもＩＰカメラへのシフトを鮮明にしており、

性能向上や各種サービスの普及などによりＩＰカメラ市場が急拡大している。 

アナログカメラは価格が安く使い慣れているユーザーも多いことから、完全に駆逐されることは考えにくい。こ

うした中で、２０１３年頃からアナログカメラの中でも従来のＣＣＴＶカメラよりも高画質なＨＤ－ＳＤＩカメラ

の展開が予想され、利便性やサービス展開などによって今後の動向が変わる可能性もある。 

しかし、中長期的にはアナログカメラの市場縮小とＩＰカメラの市場拡大は進み、金額ベースでは２０１３年に、

数量ベースでも２０１５年にはＩＰカメラの実績がアナログカメラを上回ると見られる。 

なお、世界市場においてはＩＰカメラの市場は２０１１年に２５億ドルとなった。中国をはじめとする新興国な

どの堅調な建築投資需要を受け、年率１０％を超える成長が見込まれ、２０１５年には４０億ドルが予測される。 

 

２． 入退室管理システム(非接触カード方式) 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１１年比

入退室管理システム ２１９億円 １０９.５％ ２７１億円 １２３.７％

２００８年のリーマンショックにより２００９年は大幅に縮小したが、２０１０年から回復傾向が見られ、２０

１１年の市場は拡大した。主な需要先であるオフィスビルや工場などはリプレイス需要が安定しているほか、企業

のセキュリティの重要性への認識が高まっており、中小企業での需要も顕在化しつつある。 

また、大手企業においては、海外拠点を含めて入退室や勤怠システムを統一化する動きも見られ、ビル管理シス

テムを手掛ける大手ベンダなどでは中央監視システムや勤怠管理システム、監視カメラ連動システムなど統合的な

システム提案に注力する傾向が強まっている。 

 

３． ホームセキュリティサービス 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１年比 

ホームセキュリティサービス ７５８億円 １０７.１％ １,０２０億円 １３４.６％

犯罪や災害から住宅や家族、財産などを守るホームセキュリティサービスは高所得者層を中心とした戸建住宅向

けの需要が高かったが、中間所得者層をターゲットにサービス内容や料金プランの多様化が進み、市場が拡大して

いる。既築戸建住宅の導入が多いが、大手ハウスメーカーや賃貸住宅事業者との提携により、新築時や集合住宅で

もホームセキュリティサービスが導入されるケースも見られつつある。 

今後は、普及が遅れていた集合住宅向けの需要開拓と、潜在需要の大きい高齢者世帯の増加に伴って市場が拡大

し、２０１５年は１,０００億円を超えると予測される。 

 

４． 高齢者向け見守りサービス 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１年比 

緊急通報サービス ６８.９億円 １０３.３％ ７９.６億円 １１５.５％

高齢者在室安否確認サービス ７.５億円 １１０.３％ １１.０億円 １４６.７％

高齢者向け見守りサービスは主に一人暮らしの高齢者を対象としたサービスで、一人暮らしの高齢者世帯が急増

していることを背景に市場が拡大している。 

緊急通報サービスは、緊急事態に陥った時に端末ボタンを押すと救急や医療機関、家族などに通知されるサービ

スである。２０１１年に高齢者住まい法の改正により高齢者向け住宅での設置が義務付けられ、今後高齢者向け住

宅での需要拡大が予測される。 
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高齢者在室安否確認サービスは、住宅内に設置されたセンサの感知情報やインフラの使用状況を家族に通知し安

否確認を行うサービスである。現状では個人ユーザーの導入が多いものの、近年は自治体でも高齢者福祉施策の一

環としてサービス導入を検討する事例も増えており、今後の市場拡大が予測される。 

 

＜注目防災関連システム市場＞ 

緊急地震速報対応端末 

 ２０１１年 前年比 ２０１５年予測 ２０１年比 

緊急地震速報対応端末 １３.５億円 １６０.７％ ３５.０億円 ２５９.３％

気象庁から発信された地震情報を受信し、警報を発する装置である。緊急地震速報は携帯電話やＰＣなどでも取

得できるが、専用端末及び緊急地震速報機能搭載ドアホンのみを対象とする。 

緊急地震速報の一般への配信が開始された２００７年に本格的に市場が立ち上がった。専用端末の採用は、住宅、

企業、自治体、学校など多岐にわたるが、震災以降企業や教育機関向けが大きく拡大している。特に企業向けでは、

緊急地震速報と連動して生産設備を自動で停止する機能が脚光を浴び、リスクマネジメントに対する意識の高まり

と共に高機能な専用端末の需要が拡大している。 

住宅向けでは、携帯電話やラジオによる簡易なサービスも普及していることから震災を契機とした採用拡大は見

られない。 

＜調査対象＞ 

セ
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機
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シ
ス
テ
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映像監視 
映像監視システム（監視カメラ、画像録画装置、映像統合管理ソフトウェア、画像

伝送装置）、監視カメラ用レンズ 

アクセス 

コントロール 

入退室管理システム、共連れ検出装置、バイオメトリクス（指紋認証、静脈認証、

顔認証）、アクセス制御認証ソフトウェア、情報漏洩対策ソフトウェア、鍵管理ボ

ックス 

イベント監視・

通報 

中央監視システム、侵入センサ、自動通報装置、万引き防止装置（ＥＡＳ装置）、

校内緊急通報システム 

家庭向け防犯 
ホームセキュリティユニット、住宅情報盤、テレビドアホン、センサライトカメラ、

防犯ロック、防犯ガラス、ガラス破壊センサ 

防災・危機管理 
火災用受信機、ガス漏れ警報器、火災用感知器、住宅用火災警報器、爆発物・危険

物検出装置 

自動車・ＩＴＳ カーセキュリティシステム 

サービス 

画像遠隔モニタリングサービス、エレベータ異常行動検知サービス、ホームセキュ

リティサービス、緊急通報サービス、高齢者在室安否確認サービス、登下校見守り

サービス、位置情報検索サービス 

注目防災関連システム 
総合防災システム、救助ロボット、緊急地震速報端末、被災者安否確認サービス、

広域災害緊急医療情報システム、災害時バックアップ電源サービス 

 

＜調査方法＞富士経済専門調査員による参入企業・周辺企業に対する直接面接取材及び電話によるヒアリング調査 

＜調査期間＞２０１２年５月～７月 

以上 

資料タイトル ：「２０１２ セキュリティ関連市場の将来展望」 

体   裁  ：Ａ４判   ２８０頁 

価   格  ：１２０，０００円 （税込み１２６，０００円） 

書籍・ＰＤＦ版セット １４０,０００円 （税込み１４７,０００円） 
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